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 ＜研究計画書を作成する際の留意点＞ 

      研究計画書の提出に当たっては、目標を明確にするため、研究計画書の「９．期待される

成果」に、当該研究により期待される科学的成果及び当該成果によりもたらされる学術的・

社会的・経済的メリットを具体的に記載すること。また、「１０．研究計画・方法」に、年

度ごとの計画及び達成目標を記載するとともに、実際の化学物質規制行政への応用に至る工

程を含めた研究全体の具体的なロードマップを示した資料を添付すること（様式自由）。 

      なお、研究課題の採択に際しては、研究計画書の「９．」及び「１０．」を重視するとと

もに、中間評価及び事後評価においては、研究計画の達成度を厳格に評価し、その達成度

（未達成の場合にはその理由、計画の練り直し案）如何によっては、研究の継続が不可とな

る場合もあり得ることに留意すること。 

 

 

１２．健康安全・危機管理対策総合研究事業 

＜事業概要＞ 

近年、大規模な自然災害の発生や新型インフルエンザの感染拡大など生命や健康を脅かす

健康危機への国民の関心が増大している。また、国民が健康で安心した生活をしていくため

には、水、食品、建築物、生活衛生など安全な生活環境の質の維持・向上が必要である。国

民の健康と快適な生活環境を守り、健康危機による被害の発生や拡大を防ぐためには、平時

からの準備と発生時における的確な対処が不可欠である。なかでも、迅速かつ適切に対応で

きる体制を確保することや情報を共有し活用すること等については、より効果的な体制整備

を行う必要がある。 

テロリズムを含む原因不明の健康危機に対処するには、感染症、医薬品、食品等の個別分

野における対策を講じるとともに、各分野の連携体制の構築が必要であり、そのための学際

的な研究等が必要である。本研究事業では、健康危機発生時における地方公共団体あるいは

国における対処方策（必要に応じこれらの連携）についての研究を実施する。すなわち（１）

地域健康安全の基盤形成に関する研究分野（健康危機発生時に備えた健康危機管理基盤の形

成に関する研究）（２）水安全対策研究分野（水質事故、災害時等での対応を含めた安全・

安心な水の供給に関する研究）（３）生活環境安全対策研究分野（建築物や生活衛生関係営

業（「生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律」（昭和32年法律第164号）

に規定する理容業、美容業、クリーニング業、旅館業、公衆浴場業、興行場営業、飲食店営

業等）等の生活衛生に起因する健康危機の未然防止及び適切な対応等に関する研究）（４）

健康危機管理・テロリズム対策研究分野の四分野における研究を推進する。 

この公募は、本来、平成22年度予算成立後に行うべきものであるが、できるだけ早く研

究を開始するために、予算成立前に行うこととしているものである。従って、成立した予

算の額に応じて、研究費の規模、採択件数等の変更が生じる場合等がある。 

 

 ＜新規課題採択方針＞ 

（１）地域健康安全の基盤形成に関する研究分野 

「健康危機管理体制の構築」は地域保健における重要な課題であり、地方公共団体には

健康と安全の確保に関し迅速かつ適切に対応することが求められている。地域における健

康安全の基盤形成をより確実にするために、一般公募型として、地域健康安全を推進する

ための人材養成・確保のあり方に関する研究、健康危機事象の早期探知システムの開発・

普及に関する研究、地域における健康危機発生時の地方衛生研究所を中心とした機能強化

に関する研究、地域住民が健康危機に直面した時の認知・態度・行動とそれに影響する各

種要因に関する研究、健康危機発生時における地域健康安全に係る効果的な精神保健医療

体制の構築に関する研究、及び健康危機発生時における地域の健康危機管理を担う職員等


